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社会的養護施設における施設運営指針と第三者評価事業の
成果について
Implications of the National Administrative Guidelines and Third-party Evaluation
Services for Social Care Institutions.
波田埜 英 治＊
Abstract
『社会的養護の課題と将来像』において、社会的養護の共通事項として施設運営の質の向上が目的
とされ、施設運営指針の策定や施設運営の手引き書・ケア基準が作成された。そして、社会的養護関
連の施設運営指針は2011（平成23）年度の一年間をかけて検討されて、2012（平成24）年月29日付
けで厚生労働省雇用均等等・児童家庭局長通知として発令され、社会的養護系の施設に第三者評価事
業を受審することが義務づけられた。本論文では社会的養護関連の施設運営指針に沿って第三者評価
事業を受審する事による成果と課題を論述した。
キーワード：社会的養護、児童福祉政策論、権利擁護
．はじめに
社会的養護の対策として、平成23年月には社会
保障審議会児童部会社会的養護専門委員会に加え、
「児童養護施設等の社会的養護の課題に関する検討
委員会」を設置され、社会的養護について、短期的
に解決すべき課題や中長期的に取り組むことを集中
的に検討された。そして、社会的養護の一連の施策
や児童養護施設等の社会的養護の課題に関する検討
委員会・社会保障審議会児童部会社会的養護専門委
員会が『社会的養護の課題と将来像』をまとめた。
このとりまとめられた『社会的養護の課題と将来
像』において、社会的養護の共通事項として施設運
営の質の向上が目的とされ、施設運営指針の策定や
施設運営の手引き書・ケア基準の作成、第三者評価
の義務づけられた。社会的養護関連の施設運営指針
は2011（平成23年）度の一年間をかけて検討されて、
2012（平成24）年月29日付けで厚生労働省雇用均
等等・児童家庭局長通知として発令された。本論文
では社会的養護関連の施設運営指針と第三者評価事
業の成果と課題について検証する。
．第三者評価事業について
第三者評価事業は2000（平成12）年月日付け
で公布された「社会福祉の増進のための社会福祉事
業法等の一部改正する等法律」による改正後の社会
福祉法第78条に規定された。内容として、「社会福
祉法第78条の第項には、社会福祉事業の経営者は
自らその提供する福祉サービスの質の評価を行うこ
とその他措置を講ずることにより、常に福祉サービ
スを受けるものの立場に立って良質かつ適切な福祉
サービスを提供するように努めなければならない。
社会福祉法第78条第項には、国は、社会福祉事業
の経営者が行う福祉サービスの向上のために、福祉
サービスの質の公正かつ適切な評価も実施に資する
ための措置を講ずるよう努めなければならない。」
とされている。つまり、社会福祉法第78条の第項
は事業者自らサービスの質を評価点検する「自己評
価」、社会福祉法第78条の第項は国に対して仕組
みづくりを求めた公正かつ適正な評価の実施、すな
わち「第三者評価事業」の必要性が示された。第三
者評価事業が導入されたのは、社会福祉サービスが
行政による措置制度に加えて利用者の選択による契
約制度の導入に伴い、福祉サービスの質を担保する
という考えに基づき、社会福祉事業の経営者が最低
基準を遵守した上で、福祉サービスの質の向上をさ
らに図ることを自主的に取り組むことを支援するた
めである。そして、第三者評価事業は社会福祉事業
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の経営者が提供するサービスの質をサービス提供者
以外の公正・中立な第三者機関が専門的かつ客観的
な立場から評価を行うものである。第三者評価事業
を導入することにより、社会福祉サービスを提供す
る者が自ら提供するサービスの質を評価してもらい
改善する点を明らかにし、具体的な目標設定を可能
とするとともに、評価をうける過程で、職員の自覚
と改善意欲の醸成、課題の共有化が促進されること
や利用者等から信頼の獲得と向上が図られることな
どに効果が期待されて導入された。
社会的養護関係施設については、平成24年月に
厚生労働省雇用均等等・児童家庭局長通知により施
設種別ごとの施設運営指針が定められた。これに基
づいて第三者評価事業の全国推進組織に設けられた
評価基準等委員会等で、社会的養護関係施設の第三
者評価基準ガイドラインの見直しが行われ、全国共
通の第三者評価基準が作成された。そして、社会的
養護関係施設の受審を受けることが義務づけられた
ことよって、第三者評価事業を効果的に実施するた
め、また、施設数が少ない中で評価機関が評価経験
を蓄積して質の高い評価を行えるように原則として
全国共通の評価基準にした。そして、原則的には社
会的養護関係施設の評価についての評価機関の認証
と評価評者の研修を全国組織である全国社会福祉協
議会で広域的に行う仕組みとしが、都道府県の推進
組織でも独自に評価基準を策定して認証や研修を行
うことも可能とした。
．施設運営指針と全国共通の第三者評
価事業基準
）施設運営指針の特徴と内容
施設運営指針の内容としては第一部が「総論」と
して「目的」「社会的養護の基本理念と原理」「施設
の役割と理念」「対象児童」「養育、支援等のあり方
の基本」「施設の将来像」である。第二部は「各論」
として「養育、支援」「家庭への支援」「自立支援計
画、記録」「権利擁護」「事故防止と安全対策」「関
係機関連携・地域支援」「職員の資質向上」「施設の
運営」の項目とし、全部で80項目から100項目と
してとりまとめられたが、各施設の種別ごとの違い
を認めつつ全分野において極力統一性を持たせた項
目としているのが特徴である。
児童養護施設の施設運営指針においては、養育
論、関係性の回復、養育を担う人のあり方の原則を
中に据えているのが特徴であり、社会的養護原理と
して「家庭的養護と個別化」「発達保障と自立支援」
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（）運営理念、基本方針の確立と周知
（）中・長期的なビジョンと計画の策定
（）施設長の責任とリーダーシップ （）経営状況の把握
（）人事管理の体制整備 （）実習生の受け入れ
（）標準的な実施方法の確立 （）評価と改善の取り組み
養育、支援
施設の運営
各項目なし職員の資質向上
（）関係機関等の連携 （）地域との交流 （）地域支援関係機関連携・地域支援
各項目なし事故防止
（）子どもの尊重と最善の利益 （）子どもの意向への配慮
（）入所時の説明等 （）権利についての説明
（）子どもが意見や苦情を述べやすい環境
（）被措置児童等虐待対応 （）他者の尊重
権利擁護
（）アセスメントの実施自立支援計画の策定
（）子どもの養育・支援に関する適切な記録
自立支援計画、記録
表−
（）養育・支援の基本 （）食生活 （）衣生活 （）住生
（）健康と安全 （）性に関する教育 （）自己領域の確保
（）主体性、自律性を尊重した日常生活
（）学習・進学支援、就労支援
（10）行動上の問題及び問題状況への対応
（11）心理的ケア （12）継続性とアフターケア
家庭への支援 （）家族とのつながり （）家族に対する支援
※第三者評価基準 評価基準の考え方と評価ポイント、評価の着眼点（児童養護施設版）を参考
に著者が作成
厚生労働省雇用均等・児童家庭局
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「回復を目指した支援」「家族との連携・協働」「継
続支援と連携アプローチ」「ライフサイクルを見通
した支援」のつの柱とした。次に、各論の詳細な
内容として表−になる。
）施設運営指針と全国共通の第三者評価基準
社会的養護関係施設については、平成24年月に
厚生労働省雇用均等児童家庭局通知により施設種別
ごとの施設運営指針が定められ、これに基づいて第
三者評価事業の全国推進組織に設けられた評価基準
等委員会等で社会的養護関係施設の第三者評価基準
ガイドラインの見直しが行われた。
最終的なまとめとして、社会的養護関係施設の第
三者評価基準は第三者評価指針通知に定めにかかわ
らず、原則として全国共通のものとし、児童養護施
設版、乳児院版、情緒障害児短期治療施設版、児童
自立支援施設版及び母子生活支援施設版の第三者評
価基準が定められた。この基準は、福祉サービス第
三者評価基準ガイドラインに基づく共通53国目から
構成されており、施設種ごとの内容評価基準の項目
も合わせて一体のとして作成されている。また、施
設種別の施設運営指針の第二部（各論）の構成と項
目に対応して作成している。
）全国共通の認証
社会的養護関係施設第三者評価機関の認証は、原
則として全国推進組織が行い、この認証は全国にお
いて有効となる。認証を受ける要件として都道府県
推進組織の認証を受けている第三者評価機関では、
全国推進組織である全国社会福祉協議会実施する社
会的養護関係施設評価調査者養成研修を受講して修
了した評価調査者が在籍していること。そして、認
証の更新時には年間に10カ所以上の社会的養護関
係施設の評価を行うことと、年間に全国推進組織
が行う研修を受講し修了した評価調査者が在籍して
適切な評価を行っていることが要件とされた。
）都道府県独自の認証
都道府県推進組織は全国共通の認証にかかわら
ず、該当都道府県内において有効な社会的養護関係
施設第三者表機関の認証を行うことができる。この
場合は、「福祉サービス第三者評価機関認証ガイド
ライン」に基づき都道府県認証組織が定める認証要
件を満たすとともに、都道府県推進組織が実施する
社会的養護関係施設評価調査者養成研修を受講し、
修了した評価調査者が在籍していることを要件とさ
れた。そして、認証の更新時には一定以上の評価実
績と評価の質をも要件となした。
．施設運営指針と全国共通の第三者評
価事業基準の成果と課題
）施設運営指針と全国共通の第三者評価事業基準
が作成された成果
社会的養護関係の施設である、児童養護施設
（585ヶ所）、乳児院（129ヶ所）、情緒障害児短期治
療施設(37ヶ所)、児童自立支援施設（58ヶ所）、母
子生活支援施設（261ヶ所）は各施設が長年培って
きた養護理念や施設が設置されている地域性等加味
して施設運営してき。児童へのケアにおいても各施
設種別の特性によってある程度の共通したケア基準
はあったが全国的に統一したものは「新版乳児院養
育指針」（全国乳児福祉協議会）以外は、作成され
なかった。つまり、児童や保護者は入所する施設を
選べないのに、各々の施設ごとに確立された方法論
によって児童へのケアが実践されてきたのである。
児童の最善の利益の保証や権利擁護の視点からは、
児童が入所した施設によって格差があるケアを受け
なければならない事は権利侵害にあたるのではない
かと考える。
今回導入された、施設運営指針は全国の社会的養
護関係の施設が施設種別ごとに作成され、各施設が
遵守するように作成された。そして、第三者評価事
業は社会福祉事業の経営者が提供するサービスの質
を事業者以外の公正・中立な第三者機関が専門的か
つ客観的な立場から評価を行うものである。社会的
養護関係の施設は第三者評価を年に度、第三者
評価機関で受審することによって公正・中立な第三
者機関から客観的な評価を受審するシステムが導入
されたことは画期的なことである。第三者評価を受
害することで、社会的養護関係の施設は最低基準を
遵守し、施設長が中心になり子どもへのケアの質を
担保するという考えに基づき、子どもたちへのケア
の質を向上させるための自主的な取り組みをし、現
在施設職員が子ども達に実践しているケア内容を評
価してもらって、改善点を明らかにして具体的な目
標設定をすることが可能となった。そして、第三者
評価を受審する過程で職員の自覚と改善意欲の醸
成、課題の共有化が促進されることは子ども権利擁
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護の点からも重要なことである。
）施設運営指針と第三者評価事業の課題
（）社会的養護関係施設の特性と第三者評価を行
う評価機関認証の方向性
社会的養護関係施設の特性と第三者評価を行う評
価機関認証の方向性として、社会的養護関係の施設
の第三者評価を行う評価機関は、「社会的養護関係
施設だけの三者評価機関」の認証を受けた日から期
限は年間となっている。なぜなら、評価機関数が
多くなり評価経験が蓄積できなることを避ける必要
があり、評価機関はブロックなど区域あるいは全国
の単位で活動することが適当であると判断されたか
らである。このため、既存の第三者評価機関の認証
とは別に、社会的養護関係施設の評価機関について
の新たな認証を全国共通で行うことになった。
また、社会的養護関係施設は虐待を受けた児童等
が多く措置される施設である1)。虐待を受けた経験
のある児童の入所率は児童養護施設（53.4％）、乳
児院（32.3％）。情緒障害児短期治療施設（71.6％）、
児童自立支援施設（65.9％）、母子生活支援施設
（41.4％）となっている。そして、母子生活支援施
設では DV被害を受けた母子が多く入所している
実態があり他の契約利用施設とは異なった特性を
もっているので、第三者評価が義務実施となった社
会的養護関係施設には質の高い第三者評価が求めら
れる。しかし、平成24年度社会的養護関係施設評価
調査者養成研修会の内容は、社会的養護施策の動向
「施設運営指針と第三者評価」と各施設種別の現状
と第三者評価、振り返り、社会的養護関係施設第三
者評価の手法であり、この内容だけで適正な第三者
評価が実施できるとは考えにくい。また、社会的養
護関係施設は養護内容、児童への援助や支援、保護
者への支援など専門性が高く且つ特殊性があり、社
会的養護関係施設で養護を経験した者でなければ理
解できないところがあるので、評価者の適性を確認
して専門性が担保されていなければならないと考え
る。以上のような理由から、社会的養護関係施設に
ついては、各地域の施設数が少ないため第三者評価
の質を高めるには、社会的養護関係施設の特質と動
向を十分知り、社会的養護関係施設の評価を多数経
験し、社会的養護関係施設の質の向上に資する取り
組みに意欲を持つ評価機関であることが必要であ
る。
．まとめ
第三者評価事業は社会福祉事業の事業者が任意で
受ける仕組みである。しかし、社会的養護関係施設
は都道府県知事が持っている措置権を児童相談所所
長に権限を移管されて、児童相談所から児童福祉施
設入所措置により児童は施設入所してくる。つま
り、施設を保護者や児童が選べない制度である。ま
た、施設長による親権代行等の規定もあるほか、被
虐待児が増加し、施設運営の質の向上が必要である
ことの理由から第三者評価の実施を義務づけられ
た。理由は、厚生労働省は社会的養護の施設の第三
者評価の受診率がきわめて低かったため子どもの最
善の利益の実現のために、施設運営の質の向上を図
るための取り組みとして2)第三者評価及び自己評価
を行うことにした。第三者評価事業の受審判数実績
としては、2000年から2010（平成22）年までの累計
受審判数は15,073件である。2010（平成22）年度の
第三者評価の実施状況は、受審件数は総数は2,985
件であり、社会的養護関係施設の受審件数内訳とし
て、児童養護施設は79件、乳児院は15件、情緒障害
児短期治療施設は件児童自立支援施設、母子生活
支援施設は21件、児童自立支援施設の受審件数はh
件であった。
今後の課題として、厚生労働省は社会的養護関係
施設の特性と第三者評価を行う評価機関認証の方向
性として、社会的養護関係の施設の第三者評価を行
う評価機関は、「社会的養護関係施設の三者評価機
関」の認証を受けた日から期限は年間となってい
る。なぜなら、評価機関数が多くなり評価経験が蓄
積できなることを避ける必要があり、評価機関はブ
ロックなど区域あるいは全国の単位で活動すること
が適当であると判断された。このため、既存の第三
者評価機関の認証とは別に、社会的養護関係施設の
評価機関についての新たな認証を全国共通で行うこ
とにしたので、平成24年10月12日現在全国で66の評
価機関となっている。
第三者評価事業の取り組みに対して実際は都道府
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1）児童養護施設入所児童等調査結果（平成20年月日現在）厚生労働省雇用均等・児童家庭局
2）社会福祉法人全国社会福祉協議会 福祉サービス 第三者評価事業
主な施設・サービス別全国受審数・受審率と累計（平成23年度調査平成22年度実績）からの抜粋
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県に温度差があり3)、第三者評価事業を積極的に実
施しているのは東京都1979件、京都府207件、神奈
川県148件、愛知県110件、大阪府80件で、他の都道
府県はあまり受審件数が多くない。社会的養護関係
施設の第三者評価では施設の独自性を熟知している
評価者を確保することが困難となることが予想され
る。子どもの最善の利益や子どもたちが施設で受け
るケアの質の向上ためには第三者評価事業の導入が
求められるが理解できるが、評価機関や第三者評価
者の専門性をどのように担保していくのかが大きな
課題である。
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3）社会福祉法人全国社会福祉協議会 福祉サービス 第三者評価事業
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